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富田林市子どもの貧困対策計画（素案） パブリックコメント後の修正点 

 

【Ｐ2】 （４）「子どもの貧困対策」をめぐる動向 

国の動向 表中（※下線部を追加） 

・令和元（2019）年 厚生労働省「国民生活基礎調査」子どもの貧困率 13.5％ 

・令和 3（2021）年 内閣府政策統括官 「子どもの生活状況調査」 

 

【修正前】 

 

【修正後】 

 

年  月 動  向 

平成22（2010）年 OECD諸国における 

 子どもの貧困率     OECD平均13.3％、日本15.7％ 

 ひとり親家庭の貧困率  OECD平均31.0％、日本50.8％ 

平成24（2012）年 厚生労働省「国民生活基礎調査」子どもの貧困率 16.3％ 

平成25（2013）年 6月 子どもの貧困対策の推進に関する法律公布（平成26年1月施行）  

平成26（2014）年 8月 子どもの貧困対策に関する大綱閣議決定 

平成27（2015）年 4月 子どもの未来応援国民運動始動 

平成27（2015）年  厚生労働省「国民生活基礎調査」子どもの貧困率  13.9％ 

令和元（2019）年 6月 子どもの貧困対策の推進に関する法律改正・公布 

 ※市町村の計画策定が努力義務化 

令和元（2019）年 11月 子どもの貧困対策の推進に関する大綱閣議決定 
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令和元（2019）年 6月 子どもの貧困対策の推進に関する法律改正・公布 

 ※市町村の計画策定が努力義務化 

令和元（2019）年 11月 子どもの貧困対策の推進に関する大綱閣議決定 

令和3 （2021）年 内閣府政策統括官 「子どもの生活状況調査」 
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